様式1-26
（記載例）


実施状況調査票
[bookmark: _Hlk232158629]（国際交流推進スタッフ育成事業）

※記載いただいた情報は、事例紹介等に活用させていただく可能性がありますので、
ご了承ください。

（国際交流推進スタッフ育成用）
	調査日時
	令和〇年〇月〇日（〇）〇時～〇時
（※この欄はJSC担当者が後日記入します。）

	団体名
	公益財団法人○○協会

	事業名
	○○審判指導者招へい事業

	対応者
	○○　××（○○課○○係長）
○○　××（○○課○○）

	調 査 員
	○○　××（○○課○○係）
○○　××（○○課○○係）
（※この欄はJSC担当者が後日記入します。）



１　事業の実施状況
　（１）招へい期間：　令和〇年○月○日（○）～　令和〇年○月○日（○）
　（２）会　　場：　○○市○○競技場（○○県○○市○丁目○番○号）
　（３）招へい人数：　３名
　（４）従事内容：　日本人審判員に対する審判技術の指導

２　助成金申請について
（１）助成金を申請した理由
・初めて開催する事業であり、協賛金や補助金とは別の財源を確保するため。

（２）助成金が受けられなかった場合、どのように事業を運営していたか
・事業規模の縮小や、事業を中止することになったと思われる。

（３）助成金を受ける意義（助成金を受けることで可能になったこと等）
・世界トップクラスの審判指導者を招へいすることができた。

（４）申請時に、JSCホームページや募集の手引等の説明について不明瞭な点があったか
・特に不明瞭な点はなかった。

３　事業に関する運営状況等
（１）協賛金・補助金の有無について
・協賛金については、当初見込んでいた金額より○万円程度少なくなったが、参加料収入が当初見込んでいた金額より○万円程度多くなった。
・補助金については、○○県の○○補助金を○万円受けている。

（２）招へい者の選考基準及び選抜理由について
・国際審判員資格を保有している。
・自国での審判育成実績がある。

（３）招へいによる成果（団体所属の審判員や関係スタッフの資質向上）について
・海外トップレベルの審判から直接レフリングについてのアドバイスを受けることで、日本人審判員のレベルの底上げができる。
・海外の体系的な育成プログラムに則った講習を受けることで知見を深め、日本の審判育成システムの改善を図る。

（４）安全対策について（AED設置状況、防災・防犯等の取組み）
・講習会当日は、会場に1台AEDを設置する。
・地震等の災害が発生した場合の会場の避難経路について資料を作成し、当日の配付物の中に同封する。
　　
（５）助成事業を効率的かつ効果的に実施するための取組みについて
・当日、受講者に対して、実施内容等に関するアンケート調査を実施し、後日アンケート結果を本講習会ホームページに掲載する。
　https://www.○○.jp/result/index.html


４　助成事業であることの表示状況・周知方法
（１）資料、プログラム等へのロゴマーク等の掲載
・講習会資料に、スポーツくじのロゴマークを掲載した。
・本事業に関するホームページに、スポーツくじ理念広報サイト「GROWING」へのリンクバナーを設置した。

（２）スポーツくじのフラッグ・横断幕の掲示
・視察および講習会当日、会場内にスポーツくじのフラッグ及び横断幕（バナー）を掲示する。


５　経理（事務処理）について
（１）助成事業とそれ以外との区分経理はできているか
・本講習会専用の銀行口座を開設し、当該口座のみにて経理処理を行っているため、区分経理はできている。

（２）実際に団体の経理を担当している者（外部に依頼・会計知識のある者が担当・団体事務担当・それ以外）
・日商簿記２級を有する当協会の事務局員が、本講習会の経理をあわせて担当している。

（３）経費（事務処理）についての疑問・要望等
・特になし


６　その他
　・特になし




